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若年性認知症対策等推進事業費

１　事業の概要

　若年性認知症の人を含め、認知症の人や家族を地域で

支えるため、若年性認知症を含む認知症に対する企業や

県民の理解促進を図るとともに、市町村における認知症

施策の一層の向上を図る。

（１）企業関係者等理解促進事業　　  462千円

（２）市町村認知症施策支援事業　　  616千円

２　事業主体及び負担区分

（１）（国1/2・県1/2)

（２）（国10/10）県

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.5人＝4,750千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　企業関係者等理解促進事業(6月・9月・2月)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　462千円
　　　　若年性認知症の人や家族に対する支援の充実を図るため、企業関係者や障害者福祉サービス従事者、地域の認
　　　知症の人や家族に対する支援に携わる人を対象とした研修を開催するとともに、関係者による若年性認知症自立
　　　支援ネットワークの構築を図る。
　　イ　市町村認知症施策支援事業(6月・9月・11月)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 616千円
　　　　市町村における認知症施策の全体的な向上を図るため、認知症施策の推進についての検討や、先進的な取り組
　　　みについて市町村や関係者との情報共有を行う。

（２）事業計画
　　ア　企業関係者等への若年性認知症セミナーの開催(定員200人)
　　イ　若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催(年2回)
　　ウ　市町村認知症連絡会の開催
　　エ　認知症施策推進会議の開催(年2回)

　　ア　若年性認知症セミナー：平成21年度～平成24年度　セミナー(4回)　参加者　延べ392名
（３）事業効果

　　イ　若年性認知症自立支援ネットワーク会議：企業向け理解促進リーフレットの作成・配布、若年性認知症の人が
　　　利用できるサービス案内パンフレットの作成・配布、若年性認知症セミナーの企画検討　ほか

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　若年性認知症自立支援ネットワーク会議や認知症施策推進会議の委員として、医師、介護事業者、家族会、有識
　　　者、障害者雇用支援関係者、市町村の職員などから委員を迎え、多角的な検討を行った。

(単位：千円)
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